
第16号様式（第17条、第22条関係）（表）

●●● ● 年 ● ● 月 ● ● 日

東京都北区長 殿

以下に該当する施設等について施設等利用給付認定を希望するので、子ども・子育て支援法第３０条の5第1項又は法第３０

条の８第１項の規定に基づき、次のとおり施設等利用給付に係る認定を申請します。

幼稚園（子どものための教育・保育給付の対象ではない私立幼稚園や国立大学付属幼稚園）、特別支援学校

幼稚部に通園していますが、幼稚園や特別支援学校の預かり保育事業（※１）は利用しません。

保護者の就労、その他の理由により、幼稚園・認定こども園・特別支援学校（預かり保育事業も利用する

（※1））、認可外保育施設、一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業を利用します。

認可保育園に申込みをしたことがあり、現在幼稚園（子どものための教育・保育給付の対象ではない

私立幼稚園や国立大学付属幼稚園）、特別支援学校、認可外保育施設に通っている方は左欄を

チェックし、既に取得した支給認定証番号を下記へご記入ください。

※1.　 預かり保育事業とは、幼稚園等が実施する預かり保育事業が、①平日、教育時間を含み提供時間数が8時間未満又は②年間開所

日数200日未満のいずれかの要件に該当する場合に利用可能な認可外保育施設を含みます。
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就労

疾病・障害 看護・介護

災害復旧 求職活動

就学・職業訓練 育児休業

ひとり親 その他 （ ）

就労 妊娠・出産

疾病・障害 看護・介護

災害復旧 求職活動

就学・職業訓練 育児休業

ひとり親 その他 （ ）

申請する子どもの在籍（予定）施設と利用するサービスを記入してください。

〒 －

認定種別 支給認定証番号 認定種別

申請日（西暦）

子育てのための施設等利用給付認定（変更）申請書
（法第30条の4第1号・第2号・第3号）

記入例1（預かり保育料の補助を希望「しない」方）

支給認定証番号

第19条第1項第2号 第19条第1項第3号

8 9 日

同居（住民票上同一住所） 別居（住民票上別住所）

住所
連絡先

北区 滝野川2丁目52番10号
北区使用欄

 自宅

父携帯 母携帯

保育を必要とする理由
※該当する理由に✔してください。

氏名 生年月日

家庭状況　※該当する状況に✔してください。

父

キタク　タロウ 妊娠・出産

北区　太郎 1 9

同居（住民票上同一住所） 別居（住民票上別住所）

フリガナ マイナンバー

8 9 年 1 月 2 1 日

申
請
す
る
子
ど
も

フリガナ マイナンバー 認定希望日　※該当するものに✔してください。

氏名 生年月日

年 1 0 月 2 0

5 日 北区へ申請書到着日以降から希望

保
護
者

母

キタク　ハナコ

北区　花子 1 9

※月単位で利用する認可外保育施設等は最短で申請月の翌月1日から

2 1

日
キタク　ツツジ

北区　つつじ 2 0 年 7 月

2025 年 4 月 1

フリガナ
施設所在地

利用サービ
スの種類

サービス利用開始日
（予定）在籍（予定）施設名

●●ヨウチエン

預かり保育 既にサービス利用中

日
●●幼稚園

認可外 年 月

上段にチェックをしてください

昼間のつながりやすい

連絡先を記入してください

記入不要

マイナンバーは記入不要

・新入園の場合…上段にチェックし、入園日を記入してください

・他区市町村からの転入、家庭状況変更に伴う申請等の場合

…状況によって異なります。ご不明な場合はお問い合わせください

※就労証明書等の提出は不要です

記入不要



※裏面も必ずご確認ください。
（裏）

以下は該当する方のみ記入してください。

現在在籍（予定）施設が無い方、又は在籍（予定）施設と別の施設のサービスを利用する方 該当する 該当しない

〒 － 認可外

一時預かり/病児保育

子育て援助活動

〒 － 認可外

一時預かり/病児保育

子育て援助活動

必ずお読みいただき、✔をしてください。署名欄にご署名をお願いいたします。
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上記事項について確認し、了承しました。

●●●● ●● ●●

住　　　所　

保護者署名　

保護者署名　

施設名（フリガナ） 施設所在地 利用するサービスの種類

申
請
に
あ
た
っ

て
同
意
し
て
頂
く
事
項

子ども・子育て支援法第30条の３において準用する同法第16条の規定に基づき、施設等利用給付認
定の審査及び申請者や同居親族の区市町村民税課税状況の確認に当たり、官公署に対し必要な文書の
閲覧又は資料の提供を求めることがあります。

申請に当たり提出した全ての書類の内容と区の保有する個人情報を、施設等利用給付認定や施設等利
用費の支給その他施設における給食費の徴収に関する情報として必要と認められる場合に、区と利用
施設（幼稚園・認定こども園・特別支援学校、認可外保育施設、一時預かり事業実施施設、病児保育
事業実施施設及び子育て援助活動支援事業実施施設）に提供することがあります。

施設等利用費は、区が認めた場合は、申請者に代わり、利用する施設・事業者が受領する場合があり
ます。

認定事務が集中し審査等に日時を要するため、申請日に限らず、子ども・子育て支援法第30条の5第
５項の規定に基づき、審査結果のお知らせを延期する場合があります。

申請内容が事実と相違した場合は、施設等利用認定を取り消すことがあります。

認定希望日現在で、子ども・子育て支援法第５９条の2に規定する事業（企業主導型保育事業）の利用
がある場合は、本認定の申請はできません。

この同意書は、子育てのための施設等利用認定通知書の有効期限まで、有効とします。

書
類
に
つ
い
て

前年や前々年の1月1日が現住所（東京都北区）と異なる場合は、その市区町村で発行される課税証明
書等を提出してください。

必要書類の提出漏れや追加書類の郵送時の郵送事故による未着について区は一切責任を負いません。

保育を必要とすることを証明する書類については、証明年月日から3か月以内のものをご提出くださ
い。「就労証明書」について、記載不備のあるものは無効です。

申請後、家庭状況（住所、家族構成、就労状況、保育状況等）が変わった場合、区へ届出をお願いし
ます。提出がなく変更が判明した場合や申請内容と事実が異なる場合、給付を受けられない場合があ
ります。

北区 滝野川2-52-10

父 北区　太郎

母 北区　花子

注
意
事
項

区外へ転出した場合は、転出先の自治体で改めて「子育てのための施設等利用給付認定」の申請が必
要です。

【求職中の場合】
求職中の新2号・新3号認定期間は3か月です。その間に就労先を決め、「就労証明書」を提出してく
ださい。期間内に提出が無い場合、それ以降の認定ができず、預かり保育料等に係る給付を受けられ
ません。

年 月 日

項目9、12はチェック不要

記入不要


